
2023 年 3 ⽉ 27 ⽇ 
⼯機ホールディングス株式会社 

 
公正取引委員会からの下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に関する勧告について 

 
本⽇、⼯機ホールディングス株式会社（東京都港区：代表取締役 社⻑執⾏役員 寺⼝ 博、

以下「当社」といいます。）は、公正取引委員会から下請代⾦⽀払遅延等防⽌法（以下「下請
法」といいます。）に基づく勧告（以下、「本勧告」といいます。）を受けました。 

お取引先様をはじめ関係者の皆さまにはご⼼配とご迷惑をお掛けする事態となりましたこ
とを深くお詫び申し上げます。 

 
１．下請法の規定に違反すると認定された事実 
 

当社が、2020 年 12 ⽉から 2021 年 1 ⽉までの間に当社製品部品の製造委託先である下請
事業者 1 社から単価の引き上げを求められた際に、当社において実際には具体的な単価引き
上げの計画がなかったにもかかわらず、当該下請事業者に対して、その後に段階的に単価を
引き上げる旨を説明することで、その⾔動を信頼した当該下請事業者に、当該下請事業者の
製造原価未満の単価を受け⼊れさせ、下請代⾦の額として当該単価を適⽤した⾏為が、公正
取引委員会から下請法第 4 条第 1 項第 5 号に掲げる⾏為（下請事業者の給付の内容と同種⼜
は類似の内容の給付に対し通常⽀払われる対価に⽐し著しく低い下請代⾦の額を不当に定め
ること）に該当すると判断されました。 

 
本勧告において、当該下請事業者が最初に当社に対して提⽰した⾒積単価を⽤いて計算し

た代⾦の額と実際の下請代⾦の額との差額は、302 万 9,268 円と認定されました。 
 
２．本勧告に対する当社の対応 

上記差額はすでに当該下請事業者に返還しております。 
 

当社は、今回の勧告を真摯に受け⽌め、勧告内容を役員及び従業員に周知徹底するととも
に、下請法遵守に関する社内研修を⾏うなど社内体制の再整備を図り、コンプライアンスの
強化と再発防⽌に努めてまいります。 
 

以上 
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